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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．各中間期及び第34期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失

が計上されており、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第34期より、固定資産の減損会計を適用しております。 

回次 第34期中間期 第35期中間期 第36期中間期 第34期 第35期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成16年３月 平成17年３月 

売上高（千円） 1,453,443 1,396,111 1,396,184 4,000,761 4,120,070

経常利益（△損失）（千円） △196,632 △231,364 △239,505 △61,839 40,182

中間純利益（△損失）（千円） △123,626 △145,742 △149,369 － －

当期純利益（△損失）（千円） － － － △141,920 37,141

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 759,037 759,037 759,037 759,037 759,037

発行済株式総数（株） 4,208,270 4,208,270 4,208,270 4,208,270 4,208,270

純資産額（千円） 2,126,293 1,939,468 1,953,635 2,106,207 2,123,139

総資産額（千円） 5,568,034 5,638,490 5,383,352 6,063,377 5,928,724

１株当たり純資産額（円） 505.26 460.87 464.24 500.49 504.52

１株当たり中間純利益(△損失)金額
（円） 

△29.37 △34.63 △35.49 － －

１株当たり当期純利益（△損失）金
額（円） 

－ － － △33.72 8.83

潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額（円） 

－ － － － －

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額（円） 

－ － － － －

１株当たり中間配当額（円） － － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 5.00 5.00

自己資本比率（％） 38.2 34.4 36.3 34.7 35.8

営業活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

365,049 273,287 354,208 283,092 167,690

投資活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△98,735 △77,249 △9,492 △182,354 △131,126

財務活動によるキャッシュ・フロー
（千円） 

△758,990 △231,550 △405,103 △247,818 △165,779

現金及び現金同等物の中間期末残高
又は期末残高（千円） 

488,761 798,845 644,754 834,357 705,142

従業員数 
(臨時従業員の平均雇用人員)（人） 

241 
(177)

249
(187)

247
(181)

237 
(190)

243
(189)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社の事業の内容について重要な変更はありません。 

 なお、当社には関係会社（当社の親会社、子会社、関連会社及びその他の関係会社）はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数には、顧問6人及び臨時従業員181人（当中間会計期間における平均雇用人員数を１人１日８時間で換算し算出）

を含んでおりません。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社には、環境管理センター労働組合が組織されております。 

 なお、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  

  

平成17年９月30日現在

従業員数（人）

247 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）当中間会計期間の業績 

 事業環境については、国が進める三位一体改革により平成17年度から地方自治体への補助金が廃止されて地方自治体の環境

モニタリング予算が削減の方向にあり、入札物件数減少と入札価格引き下げの厳しい状況にあります。一方、民間企業からの

業務については、不動産取引の活発化にともなって土壌・地下水汚染調査業務の件数増加とともに調査規模の小型化の傾向に

あります。またアスベストについては従来より作業環境測定の一部項目として行っておりましたが、健康被害の不安が高まっ

たことから、官公庁・民間ともに建物のアスベスト実態調査依頼が増加いたしました。 

 環境規制の動向については、当中間会計期間中に開催された第162回通常国会において廃棄物処理法、湖沼水質保全特別措置

法、下水道法、特定特殊自動車排ガス規制法など環境管理に関わる法律の一部改正が行われるとともに、石綿使用に関するＩ

ＬＯ162号条約が締結されました。廃棄物処理法の改正（廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法律）は、マ

ニフェスト（産業廃棄物管理票）制度を強化するとともに岐阜市における大規模不法投棄事件など廃棄物不適正処理対策とし

ての罰則強化が図られました。湖沼水質保全特別措置法の改正は、湖沼水質の改善を図るために排水規制対象施設を広げるも

ので、これまでは新増設の工場・事業場のみが対象でしたが既設の工場・事業場に対しても適用されることになりました。５

月から６月にかけては、昨年成立した大気汚染防止法の改正に関する政省令が相次いで公布されました。政省令は揮発性有機

化合物（ＶＯＣ）の排出規制の対象になる施設と排出基準を定めるとともに、平成18年４月１日から規制が開始され対象施設

では取り組みが本格化されることになります。 

 社会的な動向については、６月末にアスベストを原因とする死亡事例や悪性中皮腫の多発が明らかになり、アスベストの飛

散による人体への影響など社会的不安が広がりました。政府は、７月にアスベスト問題に関する関係閣僚会合を開催し、被害

の拡大防止、国民の不安への対応、過去の被害への対応、過去の対応の検証に取り組み、実態把握を強化することにより国民

への情報提供を進めるとしております。 

 当中間会計期間の売上高は前年とほぼ同様に推移して13億96百万円（対前年同期比０百万円増）、受注高は24億62百万円

（同１億48百万円増）であり、当中間期末の受注残高は17億32百万円（同２億12百万円増）になりました。 

 官公庁からの受注高は８億円（対前年同期比16百万円減）、その売上高は２億69百万円（同22百万円増）、受注残高は５億

89百万円（同50百万円減）であります。また民間企業からの受注高は16億62百万円（対前年同期比１億65百万円増）、その売

上高は11億26百万円（同22百万円減）、受注残高は11億43百万円（同２億62百万円増）であります。 

 当中間会計期間の受注高が増加した主な要因は、民間企業からの「土壌・地下水」分野の土壌汚染調査業務と「試験・研

究」分野のアスベスト実態把握調査業務が増加したことによります。「廃棄物」分野については、ダイオキシン類分析の受託

数量は前年とほぼ同数ですが分析価格が低下傾向にあり、官公庁からの受注高が減少いたしました。 

 事業分野別の売上高は以下のとおりです。 

 ［環境調査］の業務に関する売上高は、前年とほぼ同様に推移し12億35百万円（対前年同期比0百万円減）となりました。内

訳は、「環境監視」と「施設・事業場」分野の売上高は４億９百万円（対前年同期比20百万円増）となりました。「廃棄物」

分野は受注減少により売上高は２億40百万円（対前年同期比51百万円減）となりました。「土壌・地下水」分野の売上高は油

汚染に関する分析件数が増加し５億85百万円（対前年同期比30百万円増）となりました。 

 ［コンサルタント］の業務に関する売上高は、環境アセスメント業務を中心に54百万円（対前年同期比０百万円増）となり

ました。 

 ［その他］の業務に関する売上高は１億５百万円（対前年同期比０百万円増）であります。「試験・研究」分野の売上高に

はアスベストの調査・分析業務の売上高50百万円が含まれています。 

 当中間会計期間の損益の状況は、ほぼ業績予想（売上高13億50百万円、経常損失２億30百万円、中間純損失１億40百万円）

どおりに推移いたしました。これは、当社事業の季節的特徴として年度末に年間売上高の３割程度が計上されることから、上

半期には売上高に比較して販売費及び一般管理費の負担割合が大きく経常損失が生じるものです。 

 売上原価は10億53百万円（対前年同期比３百万円増）、売上総利益は３億43百万円（同３百万円減益）、売上総利益率では

24.6％（前年同期24.9％）となりました。販売費及び一般管理費は５億78百万円（対前年同期比12百万円増）であり、これら

の結果、当中間期の営業損失は２億35百万円（同16百万円減益）、経常損失は２億39百万円（同８百万円減益）、中間純損失

は１億49百万円（同３百万円減益）となりました。 

 当社は、売上高の季節的な特徴があるため、期末時の売掛金残高が年間売上高の４割程度になることがあります。したがっ

て、人件費等の経常的な運転資金は主に短期借入金により調達しています。なお、短期借入金は売掛金回収が集中する翌年４

月～５月頃に一括返済しております。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます）の動きは、営業活動による増加資金を投資活動に



支出する資金に充当するとともに、主に短期借入金の調達・返済などにより、当中間会計期間末の資金は期首に比べて60百万

円減少し、６億44百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は、３億54百万円（前年同期２億73百万円）であります。税引前中間純損失２億33百万円が生

じ、たな卸資産が４億円増加する一方、売上債権の回収10億23百万円などにより資金が増加いたしました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の減少は、９百万円（前年同期77百万円）となりました。分析・測定機器の経常的な設備の更新による

支出40百万円（前年同期78百万円）、満期を迎えた保険積立金の解約収入によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の減少は、４億５百万円（前年同期２億31百万円）であります。これは、長期借入金の約定返済と運転

資金借入額の減額によって３億84百万円支出、また配当金支払いに20百万円支出したことによる減少であります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 （注） 金額は販売価額によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

分野 
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

環境調査 

環境監視（千円） 128,186 132,756 

施設・事業場（千円） 271,267 287,668 

廃棄物（千円） 354,871 263,337 

土壌・地下水（千円） 408,612 525,423 

小計（千円） 1,162,937 1,209,185 

コンサルタント（千円） 111,146 149,990 

その他 

試験・研究（千円） 35,298 67,872 

その他（千円） 60,946 34,931 

小計（千円） 96,244 102,804 

合計（千円） 1,370,328 1,461,980 

分野 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（平成17年 
３月31日） 

受注高
（千円） 

受注残高
（千円） 

受注高
（千円） 

受注残高
（千円） 

受注残高 
（千円） 

環境調査   

環境監視 213,580 162,729 251,973 182,532 26,923

施設・事業場 512,714 267,724 488,659 233,377 57,874

廃棄物 617,375 421,638 508,405 324,066 56,383

土壌・地下水 650,903 253,664 758,959 305,516 132,281

小計 1,994,573 1,105,757 2,007,998 1,045,493 273,463

コンサルタント 192,507 351,160 230,407 533,640 357,515

その他   

試験・研究 50,966 37,046 167,483 120,867 28,928

その他 75,942 26,535 56,909 32,826 6,307

小計 126,909 63,581 224,392 153,694 35,235

合計 2,313,990 1,520,499 2,462,798 1,732,827 666,214



(3）販売実績 

 （注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．販売実績に占める官公庁向けの割合は、前中間会計期間246,777千円（17.7％）、当中間会計期間269,641千円

（19.3％）であります。 

  

販売高について 

当社の販売高は上半期と下半期では季節的変動があり、最近３年間については次のとおりとなっております。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 また、前事業年度に掲げた課題については、当中間会計期間も引き続き取り組んでおります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

分野 
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

環境調査 

環境監視（千円） 84,918 96,364 

施設・事業場（千円） 303,754 313,156 

廃棄物（千円） 292,231 240,721 

土壌・地下水（千円） 555,246 585,724 

小計（千円） 1,236,151 1,235,968 

コンサルタント（千円） 54,151 54,282 

その他 

試験・研究（千円） 52,984 75,544 

その他（千円） 52,823 30,389 

小計（千円） 105,808 105,934 

合計（千円） 1,396,111 1,396,184 

区分 
販売高

通期（千円）（Ａ） 上半期（千円）（Ｂ） （Ｂ） ／ （Ａ）（％）

平成16年３月期 4,000,761 1,453,443 36.3 

平成17年３月期 4,120,070 1,396,111 33.9 

平成18年３月期 － 1,396,184 － 



５【研究開発活動】 

＜未規制物質の分析法に関する研究＞ 

 環境中には、法規制物質以外にも様々な健康に影響を及ぼすおそれのある物質が排出されており、その汚染実態や人への影響

を把握するために、未規制物質に関する分析法の確立が望まれています。 

 最近の未規制物質の例としては、地球規模での汚染が懸念されている人工有機フッ素化合物（PFCs）の存在が挙げられます。

PFCsは調理器具や衣類のフッ素コーティング剤等の原料として広く用いられています。環境中で非常に分解されにくく、生体内

に蓄積されやすいことから、その毒性や汚染実態について研究が進められていますが、未だ不明な部分が多く、より多くの情報

が必要とされています。 

 当社では、未規制物質の分析法開発の一環として、PFCsの代表例であるペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）ならびにそ

の関連物質であるペルフルオロオクタン酸（PFOA）の分析法の確立を行っており、環境中における汚染実態等の解明に役立つこ

とを期待しています。 

  

＜大気中を浮遊する超微粒子の毒性解明に関する研究＞ 

 大気中を浮遊している粒子状物質の中でも、粒径が0.1µｍ以下と極めて小さい超微粒子（ナノ粒子）の人体への影響が注目さ

れています。超微粒子は、鼻や喉、気管や気管支で沈着、除去されず、体内の深部に到達することが近年明らかになってきてい

ますが、毒性や組成については全くといっていいほどわかっていません。 

 当社では、超微粒子の遺伝毒性（変異原活性）が他の粒径の粒子と比較して著しく高いことや、超微粒子による遺伝毒性に関

連する健康リスクが道路沿道地域で高くなることをつきとめました。現在は、超微粒子の示す高い遺伝毒性が、どのような化学

物質に起因しているのかを明らかにするとともに、どのような発生源を制御することによって超微粒子の毒性を効率的に低減す

ることが可能であるかの解明に取り組んでいます。 

  

 なお、当中間会計期間の研究開発費の総額は、41百万円であります。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、当社の主要な設備の異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新

たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 15,000,000 

計 15,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数（株）
(平成17年12月22日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,208,270 4,208,270 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,208,270 4,208,270 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 4,208,270 － 759,037 － 757,701 



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

水落 陽典 東京都小平市栄町３－５－12 653 15.52 

環境管理センター従業員持株
会 

東京都日野市上田129 391 9.30 

片柳 健一 東京都杉並区成田東３－３－21 226 5.39 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 150 3.56 

飯田 冨美子 東京都八王子市横川町615 142 3.38 

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海１－８－12 130 3.09 

野村ホールディングス株式会
社 

東京都中央区日本橋１－９－１ 130 3.09 

後藤 一郎 東京都八王子市北野台３－31－15 129 3.07 

西海 里 神奈川県川崎市宮前区菅生ヶ丘17－８ 127 3.02 

大和生命保険株式会社 東京都千代田区内幸町１－１－７ 100 2.38 

明治安田生命保険相互会社 東京都中央区晴海１－８－12 100 2.38 

計 － 2,279 54.17 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式4,208,000 42,080 － 

単元未満株式 普通株式   270 －
１単元（100株）未
満の株式 

発行済株式総数 4,208,270 － － 

総株主の議決権 － 42,080 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 460 500 426 767 757 575 

最低（円） 430 410 400 400 501 520 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   911,845  757,754 818,142  

２．受取手形   44,318  55,856 53,301  

３．売掛金   653,211  624,210 1,564,892  

４．たな卸資産   568,437  616,546 215,866  

５．繰延税金資産   131,770  142,313 57,491  

６．その他   38,766  45,607 24,075  

７．貸倒引当金   △5,232  △4,966 △13,290  

流動資産合計    2,343,115 41.6 2,237,322 41.6  2,720,479 45.9

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１     

１．建物 ※２ 1,557,087  1,469,900 1,511,249  

２．機械及び装置   253,458  221,707 234,226  

３．土地 ※２ 845,492  845,492 845,492  

４．その他   148,921  139,073 131,206  

有形固定資産合計    2,804,959 49.7 2,676,174 49.7  2,722,174 45.9

(2）無形固定資産       

１．ソフトウェア   1,779  1,371 1,053  

２．その他   6,428  6,251 6,267  

無形固定資産合計    8,207 0.1 7,622 0.1  7,320 0.1

(3）投資その他の資産       

１．繰延税金資産   210,923  211,721 205,176  

２．その他   316,733  299,259 321,281  

３．貸倒引当金   △45,449  △48,747 △47,707  

投資その他の資産
合計 

   482,207 8.6 462,232 8.6  478,750 8.1

固定資産合計    3,295,374 58.4 3,146,029 58.4  3,208,244 54.1

資産合計    5,638,490 100.0 5,383,352 100.0  5,928,724 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   84,059  107,414 156,113  

２．短期借入金 ※２ 2,018,320  1,985,460 2,238,320  

３．未払法人税等   11,896  11,786 25,640  

４．賞与引当金   82,939  82,353 82,209  

５．その他   314,656  327,208 260,967  

流動負債合計    2,511,871 44.5 2,514,222 46.7  2,763,250 46.6

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※２ 699,420  413,960 545,260  

２．退職給付引当金   421,219  438,883 433,278  

３．役員退職慰労引当
金 

  45,852  48,775 47,282  

４．未払役員退職慰労
金 

  19,746  13,874 16,512  

５．その他   912  － －  

固定負債合計    1,187,150 21.1 915,494 17.0  1,042,333 17.6

負債合計    3,699,021 65.6 3,429,716 63.7  3,805,584 64.2

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    759,037 13.5 759,037 14.1  759,037 12.8

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   757,701  757,701 757,701  

資本剰余金合計    757,701 13.4 757,701 14.1  757,701 12.8

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   53,500  53,500 53,500  

２．任意積立金   370,000  370,000 370,000  

３．中間（当期）未処
分利益（△損失） 

  △1,099  11,373 181,783  

利益剰余金合計    422,400 7.5 434,873 8.1  605,283 10.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   328 0.0 2,022 0.0  1,117 0.0

資本合計    1,939,468 34.4 1,953,635 36.3  2,123,139 35.8

負債・資本合計    5,638,490 100.0 5,383,352 100.0  5,928,724 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  1,396,111 100.0 1,396,184 100.0  4,120,070 100.0

Ⅱ 売上原価    1,049,017 75.1 1,053,004 75.4  2,932,110 71.2

売上総利益    347,094 24.9 343,180 24.6  1,187,960 28.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   566,215 40.6 578,771 41.5  1,116,895 27.1

営業利益(△損失)    △219,121 △15.7 △235,591 △16.9  71,065 1.7

Ⅳ 営業外収益 ※２  7,094 0.5 12,834 0.9  13,667 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※３  19,336 1.4 16,749 1.2  44,550 1.0

経常利益(△損失)    △231,364 △16.6 △239,505 △17.2  40,182 1.0

Ⅵ 特別利益 ※４  1,803 0.1 5,520 0.4  － －

税引前中間(当期)
純利益(△損失) 

   △229,560 △16.5 △233,984 △16.8  40,182 1.0

法人税、住民税及
び事業税 

  7,213  7,372 14,588  

法人税等調整額   △91,032 △83,818 △6.0 △91,987 △84,615 △6.1 △11,547 3,041 0.1

中間(当期)純利益
(△損失) 

   △145,742 △10.5 △149,369 △10.7  37,141 0.9

前期繰越利益    144,642 160,742  144,642 

中間(当期)未処分
利益(△損失) 

   △1,099 11,373  181,783 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純
利益(損失：△) 

  △229,560 △233,984 40,182 

減価償却費   102,506 96,210 210,930 

貸倒引当金の増減額
(減少：△) 

  △1,928 △7,283 8,387 

退職給付引当金の増
減額(減少：△) 

  3,551 5,605 15,610 

役員退職慰労引当金
の増減額(減少：△) 

  1,467 1,493 2,897 

賞与引当金の増減額 
(減少：△) 

  2,841 144 2,110 

受取利息及び配当金   △1,298 △1,305 △1,460 

支払利息   18,271 14,975 35,892 

有形固定資産除却損   870 1,323 1,729 

有形固定資産売却損
益（益：△） 

  △28 － △28 

保険配当金及び返戻
金 

  － △6,157 － 

売上債権の増減額 
(増加：△) 

  787,895 1,023,411 △207,430 

たな卸資産の増減額 
(増加：△) 

  △319,086 △400,680 33,484 

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

  △62,279 △54,505 20,987 

未払消費税等の増減
額(減少：△) 

  △20,679 △43,587 15,498 

その他の流動資産の
増減額(増加：△) 

  △11,278 △6,455 △4,267 

その他の負債の増減
額(減少：△) 

  △21,203 △5,059 △15,532 

（小計）   250,058 384,144 158,990 

利息及び配当金の受
取額 

  1,316 1,323 1,460 

利息の支払額   △25,698 △16,922 △40,119 

法人税等の還付額 
(支払：△) 

  47,610 △14,336 47,358 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  273,287 354,208 167,690 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △113,000 △113,000 △113,000 

定期預金の払戻によ
る収入 

  113,000 113,000 113,000 

有形固定資産の取得
による支出 

  △78,893 △40,148 △131,333 

有形固定資産の売却
による収入 

  1,693 － 1,693 

その他投資による収
支（支出：△） 

  △49 30,655 △1,487 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △77,249 △9,492 △131,126 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

  △150,000 △200,000 100,000 

長期借入れによる収
入 

  100,000 － 100,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △160,560 △184,160 △344,720 

配当金の支払額   △20,990 △20,943 △21,059 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △231,550 △405,103 △165,779 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △35,512 △60,387 △129,215 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  834,357 705,142 834,357 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

※ 798,845 644,754 705,142 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算出） 

同左 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算出） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  製品…総平均法による原価法 ───── ───── 

  仕掛品…主に個別法による原

価法 

仕掛品…個別法による原価法 仕掛品…同左 

  貯蔵品…最終仕入原価法によ

る原価法 

貯蔵品…同左 貯蔵品…同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、分析センター（環境

基礎研究所を含む。）、東京支

社及び日野分室（旧日野事業

所）の建物については定額法。 

 なお、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 定率法を採用しております。 

 ただし、分析センター（環境

基礎研究所を含む。）、東京支

社及び日野分室の建物について

は定額法。 

 なお、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く。）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

同左 

  建物     ３～50年 建物     ３～50年   

  機械及び装置   ９年 機械及び装置   ９年   

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における

利用可能期間（５年）による定

額法を採用しております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権等の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額基準に

基づき計上しております。 

同左 同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上しておりま

す。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額の50％を引当計上し

ております。この引当金は、商

法施行規則第43条に規定する引

当金であります。 

同左  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額の50％を引当計上してお

ります。この引当金は、商法施

行規則第43条に規定する引当金

であります。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

───── ───── 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについて、特例

処理の要件を充たしている場合

は特例処理を採用しておりま

す。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ ヘッジ手段…同左 ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…借入金の金利 ヘッジ対象…同左 ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、対象債務の範

囲内でヘッジを行っておりま

す。 

同左 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理の要

件を充たしているため有効性の

評価を省略しております。 

同左 同左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

上資金の範囲に含めた現金及び現

金同等物は、手許現金及び要求払

預金のほか取得日より３ヶ月以内

に満期日が到来する定期預金であ

ります。 

同左  キャッシュ・フロー計算書上資

金の範囲に含めた現金及び現金同

等物は、手許現金及び要求払預金

のほか取得日より３ヶ月以内に満

期日が到来する定期預金でありま

す。 



  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

同左  消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間キャッシュ・フロー計算書） ───── 

 前中間会計期間まで「財務活動によるキャッシュ・フロー」のう

ち「短期借入れによる収入」及び「短期借入金の返済による支出」

は、それぞれ個別表示しておりましたが、当中間会計期間より「短

期借入金の増減額」に変更しております。 

 なお、当中間会計期間の短期借入れによる収入は4,135,000千

円、短期借入金の返済よる支出は4,285,000千円であります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割4,682千円を販売費及び一般管理費

に計上しております。 

───── 

  

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当期から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び資本割

11,054千円を販売費及び一般管理費に計上し

ております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,215,021千円 2,346,020千円 2,263,767千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 
  

建物 1,522,363千円

土地 845,492 

合計 2,367,855千円

  
建物 1,437,208千円

土地 845,492 

合計 2,282,700千円

建物 1,478,040千円

土地 845,492 

合計 2,323,532千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
  

短期借入金 1,100,000千円

１年内返済予定長期
借入金 

305,920 

長期借入金 374,220 

合計 1,780,140千円

  
短期借入金 1,000,000千円

１年内返済予定長期
借入金 

228,260 

長期借入金 145,960 

合計 1,374,220千円

短期借入金 1,300,000千円

１年内返済予定長期
借入金 

275,920 

長期借入金 251,260 

合計 1,827,180千円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づ

く当中間期末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づ

く当中間期末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づ

く当期末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 
  
当座貸越極度額の総額 2,380,000千円

借入実行残高 1,400,000 

差引額 980,000千円

  
当座貸越極度額の総額 1,975,000千円

借入実行残高 1,350,000 

差引額 625,000千円

当座貸越極度額の総額 2,425,000千円

借入実行残高 1,600,000 

差引額 825,000千円



（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 当社の売上高は季節的変動が著しく、

事業年度の上半期と下半期との間に著し

い相違があります。 

 なお、当該中間会計期間末に至る１年

間の売上高は、次のとおりです。 

※１ 当社の売上高は季節的変動が著しく、

事業年度の上半期と下半期との間に著し

い相違があります。 

 なお、当該中間会計期間末に至る１年

間の売上高は、次のとおりです。 

※１     ───── 

  
前事業年度の下半期 2,547,318千円

当中間期 1,396,111 

合計 3,943,429千円

  
前事業年度の下半期 2,723,959千円

当中間期 1,396,184 

合計 4,120,144千円

  

※２ 営業外収益のうち重要なもの ※２ 営業外収益のうち重要なもの ※２ 営業外収益のうち重要なもの 
  

  

受取利息 47千円

受取配当金 1,251 

  
受取利息 53千円

受取配当金 1,252 

保険配当金及び返戻

金 

6,157 
  

受取利息 97千円

受取配当金 1,363 

※３ 営業外費用のうち重要なもの ※３ 営業外費用のうち重要なもの ※３ 営業外費用のうち重要なもの 
  

支払利息 18,271千円
  

支払利息 14,975千円 支払利息 35,892千円

※４ 特別利益のうち重要なもの ※４ 特別利益のうち重要なもの ※４     ───── 
  

貸倒引当金戻入益 1,803千円
  

貸倒引当金戻入益 5,520千円    

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 100,571千円

無形固定資産 924 

  
有形固定資産 95,568千円

無形固定資産 497 

有形固定資産 207,549千円

無形固定資産 1,665 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 
  

現金及び預金勘定 911,845千円

預入期間が３ケ月を
超える定期預金 

△113,000 

現金及び現金同等物 798,845千円

 
現金及び預金勘定 757,754千円

預入期間が３ケ月を
超える定期預金 

△113,000 

現金及び現金同等物 644,754千円

現金及び預金勘定 818,142千円

預入期間が３ケ月を
超える定期預金 

△113,000 

現金及び現金同等物 705,142千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が

借主に移転するものと認

められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

ソフト
ウェア 

16,915 4,933 11,981 

その他 264,781 175,572 89,208 

合計 281,696 180,506 101,190 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

ソフト
ウェア 

16,915 9,162 7,752

その他 161,243 87,951 73,292

合計 178,158 97,113 81,045

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

ソフト
ウェア 

16,915 7,048 9,867

その他 178,971 107,028 71,943

合計 195,886 114,076 81,810

  （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

    未経過リース料中間期末残高相

当額 

  

  
  
１年内 42,289千円

１年超 58,900 

合計 101,190千円

１年内 38,661千円

１年超 42,383 

合計 81,045千円

１年内 37,232千円

１年超 44,577 

合計 81,810千円

  （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

  (3）当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額 

(3）当中間期の支払リース料、リー

ス資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

(3）当期の支払リース料及び減価償

却費相当額 

  
  
支払リース料 28,979千円

減価償却費相当
額 

28,979 

支払リース料 21,436千円

減価償却費相当
額 

21,436 

支払リース料 52,067千円

減価償却費相当
額 

52,067 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

    （減損損失について）   

     リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）原則として、時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合、時価の回復可能性の判定を行い、減損処理の要否を検討してお

ります。 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

（当中間会計期間末） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）原則として、時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合、時価の回復可能性の判定を行い、減損処理の要否を検討してお

ります。 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

  

前中間会計期間末（平成16年９月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 9,545 10,100 554 

合計 9,545 10,100 554 

  前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,401 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 9,545 12,956 3,410 

合計 9,545 12,956 3,410 

  当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 7,401 



（前事業年度末） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）原則として、時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合、時価の回復可能性の判定を行い、減損処理の要否を検討してお

ります。 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  

  

  次へ 

  

前事業年度（平成17年３月31日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 9,545 11,429 1,883 

合計 9,545 11,429 1,883 

  前事業年度（平成17年３月31日） 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 7,401 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（△損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 460円87銭 464円24銭 504円52銭 

１株当たり中間(当期)純

利益(△損失)金額 
△34円63銭 △35円49銭 8円83銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

１株当たり中間純損失が計

上されており、潜在株式が

存在しないため記載してお

りません。 

同左 潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（△損失）（千円） △145,742 △149,369 37,141 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（△損失）（千円） 
△145,742 △149,369 37,141 

期中平均株式数（株） 4,208,270 4,208,270 4,208,270 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第35期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月17日

株式会社 環境管理センター     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 栗原 安夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉野 保則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社環境管理センターの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社環境管理センターの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日

株式会社 環境管理センター     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 大山 修   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉野 保則  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社環境管理センターの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社環境管理センターの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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